





















































































Daniel Soloveにより提唱された。Soloveは、「Taxonomy of Privacy」
において、Prosserによる分類がされてから約半世紀が過ぎ、情報社会
























































　このような状況のなかで発生したのが、忘れられる権利（right to be 
forgotten）という考え方である。
6  Solove=Schwartz ,''Information Privacy Law'' , 995(2009).
7  個人情報保護法2条3項において定める「個人情報取扱事業者」とは、「個人情報デ ター
ベース等を事業の用に供している者」である。
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２　忘れられる権利（right to be forgotten）の出現
①Da Cunha Virginia v. Yahoo and Google 事件8
　information privacyの保護が重視されるなか、近年、新たにプライバ






















8  本事件の詳細な説明として、Edward L. Carter , Argentina's Right to be forgotten , 
27 Emory Int'l L. Rev. 23(2013).






























10 Juzgabo de Primera Instancia [1a Inst.] [Court of First Instance],29/7/2009,"Da 
Cunha, Virginia c. Yahoo de Argentina s/ Daños y Perjuicos".














（U.S. Communication Decency Act）230条14と、2000年のEU電子取引










11 Id 8, Carter.
12 10/8/2010 National Court of Civil Appeals of Federal Capital(Argentina)
13 上訴審は、裁判官3名の投票（vote）による判断である。3名のうち2名が原審棄却の判断
をした。
14 No provider or user of an interactive computer service shall be treated as 

























right to be forgottenを扱った代表的な裁判として知られるようになっ
た15。
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②Da Cunha Virginia v. Yahoo and Google事件とアルゼンチンの忘れら
れる権利
　忘れられる権利を検討する多くのアメリカの論文が、Da Cunha 



























































23 Id 6 .



























三枝子「立法情報 アメリカ 消費者プライバシー保護に関する権利章典」外国の立法. 立
法情報・翻訳・解説 (252-1), 18-19頁　(2012年)など。






　一方EUの忘れられる権利は、フランスの忘却権（right of oblivion , le 













































































































































































































36 S. D. Warren & L. D. Brandeis , The Right to Privacy , Harv. L. Rev. 193(1890).
札幌法学 25 巻 2 号（2014）
— 78 —
このように、迷走状態から脱することが、わが国のプライバシー保護の
発展に必要なことではなかろうか。
　
おわりに
　プライバシーの定義や保護法益の変化はめまぐるしく、留まるところ
がない。この変化に追い付こうと、目先のあるいは目新しい問題に焦点
が絞られがちである。
　数度の循環を経ても、不変のプライバシー類型がある。それは、私的
領域である。特に2000年代以降、個人情報の取扱を中心に発展したこと
で、私的領域の干渉に関する議論は少ない。
　Soloveは私的領域の侵害を、情報の扱いを介さないプライバシー侵害
とし、私的領域への干渉と自己決定を包含すると主張する。プライバシ
ーにおける自己決定は、私的な事柄に対する決定である37。循環や新た
な理論構成の観点から、プライバシーを論じることも有用であるが、こ
のような伝統的な観点から検討することの重要性も常に意識するべきで
あろう。今後の検討課題としたい。
37 前掲註3。
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〈プライバシー保護における法の循環図〉 
定義の確立（build up）①
定義の導入（adapt）②
要素の付加による
定義の限界と変容
（limit/transform）③
定義の新理論の発生
（reconstruct）④
プライバシー(unclear) 実体・定義が不明確（あいまい）
情報技術発展・個人の意識変化 
（addition） 
独自運用（original use） 
〈プライバシー における法の循環図〉
　本論文は、平成24年度札幌大学研究助成による成果の一部である。
